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流氷勢力変動に伴う沿岸防災の対策手法に関する研究  

研究予算：運営費交付金（一般勘定）

研究期間：平 26～平 28 

担当チーム：寒冷沿岸域チーム

研究担当者：中嶋雄一、増田亨、本間大輔、

酒井和彦 

【要旨】

近年、地球温暖化の影響によるオホーツク海の海氷面積減少が懸念されており、その場合、海面を覆う海氷は

波浪を減衰させる機能を有していることから、沿岸に来襲する波浪が激化する恐れがある。既に、氷海域の海岸

道路では、来襲する高波により後浜盛土が崩壊する被害が発生しており、将来的な波浪増大に備えて、沿岸施設

の防災機能を高めることが重要となっている。このように、盛土が崩壊し、被災に至る以前に対策を講じること

が有効となるが、波浪により小規模な盛土被害を発生させる初期条件やその対策工法に関する研究は少ない。ま

た、沖に海氷が少なく沿岸部に海氷が卓越した状況で高波が作用した場合には、波そのものの遡上のみならず、

海氷の遡上による被害も想定されるが、沿岸部での海氷のパイルアップ現象やこれに伴う波浪低減特性について

の研究はほとんどない。 

本研究では、ブロック等で被覆されていない自然海岸となっている道路盛土を対象に、今後の維持管理に資す

るため、水理模型実験および数値解析により過去の被災事例における波の遡上特性を明らかとする。併せて、高

波による地盤性状変化を考慮した後浜盛土の破壊メカニズムを解明し、波の遡上対策法を提案することを目的と

する。また、海氷による波浪低減効果および波の遡上特性について、高波浪作用時における海氷による波浪低減

の要因を明らかにし、海氷による波浪低減効果や海氷遡上特性についての対策手法について検討した。 

キーワード：流氷勢力、波浪低減、波の遡上、CADMAS-SURF、後浜盛土、相対密度、飽和度、 

破壊メカニズム、海氷、高波、パイルアップ、対策手法

1．研究の目的

近年、地球温暖化の影響により、オホーツク海の海氷面

積が減少すると懸念されている。海面を覆う海氷は波浪の

勢力を減衰させる機能を有しているため、海氷面積が減少

した場合、現在よりも強い勢力の波浪が沿岸域に来襲する

恐れがあり、地球温暖化の影響による氷海域での将来的な

波浪増大に備えて、沿岸施設の防災機能を高めることが重

要である。我が国においては、地域の主要な交通路が海岸

線の直近に位置している場合も多く、そのような箇所では

高波により交通障害が発生することがある。さらに、海岸

道路の後浜盛土被害の事例として、北海道のオホーツク海

沿岸に位置する自然海岸の後浜道路盛土が高波時に侵食

される被害が報告されている。海岸道路は、背後圏の物流

や地域住民の生活において重要な役割を果たしている場

合が多いため、大きな被災に至る以前に対策を講じること

が有効となるが、波浪により小規模な盛土被害を発生させ

る初期条件およびその対策工法に関する検討の研究は限

られている。また、海岸道路での後浜盛土の被災は前述の

ように主に波浪が直接作用することにより進行するが、こ

れとともに後浜盛土斜面の地盤性状は不飽和から飽和状

態に変化し、相対密度が低下し飽和度が増加する。後浜盛

土斜面が飽和状態になると土粒子間に作用しているサク

ションによる粒子間付着力が消失し、骨格剛性が低下する

ことによる体積圧縮現象が発生し、地盤強度の低下による

破壊が進行する。Sassa ら 1)は、地盤の飽和～不飽和の推

移に対する地盤内に作用するサクションとの関係を明ら

かにしているが、積雪寒冷地においては、降雨のみならず、

融雪の影響もあり、後浜盛土斜面の地盤性状は四季を通じ

て様々に変化する。そのため、季節によっては、相対密度

が低下し、飽和度が増加するなど、より後浜盛土斜面を破

壊させやすい状況となる。 

他方、冬期におけるオホーツク海は、流氷に覆われるこ

とにより、海上風による波浪の発達を抑制する効果により、

波浪が低く抑えられているが、今後、北海道北東部におけ

る海氷面積が著しく減少する可能性が高いことが報告さ

れている 2)。特に、沖合に海氷がほとんど存在せず、沿岸
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部に海氷が卓越した状況で発達した低気圧の影響を受け

ると、波そのものの遡上による被害のみならず、海氷を

伴った波の遡上により打ち上げられる氷塊によって、施設

や家屋への甚大な被害が想定される。海氷による波の減衰

効果については、Wadhamsraら 3)Squireら 4)、が海氷距離の

増加に伴って指数関数的に減少することを検証し、堺ら 5)

片山ら 6)は、海氷が沖にシート状に卓越した状態を想定し

た場合の波浪低減特性や海氷の挙動について明らかとして

いる。また、Frankenstein ら 7)は、高波浪の条件下では、海

氷は小さく破壊され、surge、sway、pitch、roll、yawなどの

複雑な動きとなることを指摘しており、Shen・Squire ら 8)

は、海氷域における波の減衰に影響を及ぼす要因として、

氷盤間の衝突や相互作用による吸収、砕波による散逸、波

の伝搬による氷の変形などの様々な要因があることを指摘

している。しかしながら、被害が甚大となる可能性の大き

い沖に海氷が少なく、沿岸部に海氷が卓越した状況で高波

浪が作用した場合の沿岸部における海氷のパイルアップ現

象やこれに伴う波浪低減特性についての研究はほとんどさ

れていないのが現状である。 

本研究では、近年におけるオホーツク海域における海象

状況を整理し（第2章）、ブロック等により被覆されてい

ない海岸道路盛土を対象に、今後の維持管理に資するため、

水理模型実験および数値解析によって過去の被災事例に

おける海氷がない状態での波の遡上特性を明らかにする

（第3章）。また、盛土被害の発生条件とその対策工法に

ついて検討し（第4章）、後浜盛土の破壊メカニズムにつ

いて解明する（第5章）ものである。併せて、冬期におい

て波の遡上により北海道オホーツク海沿岸域の道路盛土に

被害のあった代表的な地形を基に、海氷が沖側にほとんど

なく、沿岸部に卓越した状態（写真-1参照）を設定し、実

海域に卓越する流氷盤の大きさや厚さ 9)を考慮した上で、

高波浪が作用した場合の沿岸部における海氷による波浪低 減および遡上特性について、水理模型実験により明らかに

し、その対策手法について検討する（第6章）ものである。 

 

2．オホーツク海沿岸域における近年の波浪状況 

一般的に冬期おけるオホーツク海沿岸域は、流氷に覆わ

れ波高が小さくなる特徴がある。図-1（上図）は、オホー

ツク海沿岸の紋別沖で観測された最近（2001～2011年）の

2月における波浪データを示したものである。月平均有義

波高H1/3は全体的に微増傾向となっており、特に月最大波

高Hmaxおよび月最大有義波高H1/3については、ここ数年で

著しく増大している。なお、2010年に波高が小さかった理

由は、流氷勢力が強かったことが考えられる。図-1（下図）

は、同期間における年間の波浪変化を示したものである。
写真-1 本研究で対象とした海氷状況 

出典：北海道新聞（2016/2/23）

図-2 2月期の流氷分布 

図-1 波浪変化(2001～2011) 

        上図：冬期、下図：通年 
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通常、年間における最大波高Hmaxは、低気圧が発達する台

風時期もしくは流氷の発達しない秋期から冬期初期に

ピーク値となるが、2009年および2011年の年間最大波高

Hmaxおよび最大有義波高H1/3は通常波高の小さい2月期に

発生している。図-2は2011年の年間最大波高が発生した2

月14日の流氷分布であるが、オホーツク沿岸部周辺には流

氷は存在しておらず、また過去全体的に密接度についても

波高の小さかった過年度と比較し低く、同様の現象は2009

年の2月期においても見られた。 

以上のことから、オホーツク海沿岸の流氷勢力が減少す

ると、波高が増大する要因と推測され、今後、冬期におい

ても高波が発生する可能性がある。 

また、通年の平均有義波高H1/3については大きな変化は

ないが、災害をもたらす可能性がある年最大波高および年

最大有義波高については、年変動が大きいものの増大傾向

であり、冬期のみならず通年の波浪に対する備えが重要で

あると考えられる。 

 

3. 海氷がない状態での波の遡上特性 

3.1 被災事例の概要 

近年、オホーツク海沿岸の国道において、波の遡上に

より、道路盛土が欠損する被害が発生している。本研究

では、過去に同じ路線で発生した 3 つの被災事例を対象

として、当時の海浜形状、汀線と道路の位置関係および

盛土被害の状況について整理した。 

被災事例1（写真-2(a)）は、国道238号線のA地区にお

ける被害である。被害は 2004年1月14日に発生し、同日

の22時に近隣のナウファス波浪観測点の紋別（南）では、

有義波高H1/3 = 7.16m、最大波高 Hmax = 10.73m、有義周期 

T1/3 = 10.5s、潮位 D.L+1.05m を記録した。被害箇所（図

-3(a)）はオホーツク海沿岸において特徴的な自然海浜か

らなる複合緩勾配海岸であり、汀線付近から道路盛土ま

での海底勾配は 1:10 程度で、距離は 60m 程度であっ

た。道路面の標高は D.L+7.9m であり、波は路面まで遡

上し，盛土に軽微な被害があった事例である。 

被災事例 2（写真-2(b)）は同じ路線のB地区における

被害である。被害は 2006年10月8日に発生し、同日の 14

時に紋別（南）における観測データは、有義波高 H1/3 = 

7.45m、最大波高 Hmax = 11.47m、有義周期 T1/3 = 12.6s、

潮位 D.L+1.66m であった。被災範囲は延長約 100m、高

さ約 3m、幅約 7.5m となっており、路肩舗装部分が欠

落するまで侵食、崩壊が進行した。被災事例 2は汀線付

近から道路盛土までの海底勾配は 1:8 程度で被災事例 

1とほぼ同様だが、距離は 25m 程度しかなかった（図

写真-2 オホーツク海沿岸の被災状況 

 

 

(a) 被災事例1 (A地区) 

(b) 被災事例2 (B地区) 

(c) 被災事例3 (C地区) 

(b) 被災事例2（B地区）の断面地形 

(c) 被災事例3（C地区）の断面地形 

(a) 被災事例1（A地区）の断面地形 

図-3 被災事例の断面地形 
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-3(b)）。波の遡上は，被害状況から道路面のレベル

(D.L+5.5m) まで達していたと推定される。 

被災事例3（写真-2(c)）は、同じ路線のC地区におけ

る被害である。被害は被災事例1と同じ日時に発生し、

盛土の法先に軽微な侵食が確認された事例である。被災

事例3 は汀線付近から道路盛土までの海底勾配が 1:15 

程度で、距離は 60m 程度であった（図-3(c)）。 

表-1は、軽微な盛土被害があった被災事例 1 の発生箇

所を含む 4.2km 区間（KP.225.1～229.3）のうち、代表6

地点（調査地点①～⑥）における海浜形状や汀線と道路

の位置関係について測量データを整理したものである。

その結果、汀線から道路盛土までの勾配はおおよそ 1:10 

で、距離は 62m であり、図-3(a)の断面地形とほぼ同様

であることがわかった。 

比較的軽微な被害が生じた被災事例 1および3におけ

る来襲波浪は，沖波波高 Ho=7.5m程度で 10年確率波相

当であったが、1:30 および 1:10 程度の複合勾配を持つ

当該海岸において、後浜盛土の被災限界の目安は汀線か

ら盛土までの距離が 50～60m 程度と推定される。また、

大規模な被害が生じた被災事例 2 における来襲波浪は、

沖波波高 Ho = 8.0m 程度で 20～30 年確率波相当であっ

たが、被災事例 1および 3の地区で当該波浪が作用した

場合、盛土の被害規模はより大きくなっていたと想定さ

れる。 

3.2 被災波浪の再現実験 

3.2.1 実験地形 

実験の地形条件を設定するにあたり、オホーツク海沿

岸の国道において､冬期間に波の遡上により道路盛土に

軽微な欠損が生じた数件の事例のうち安全側を考慮した

代表的な地形である1：30および1：10の複合勾配を対

象とした。 

 

3.2.2 実験条件 

盛土被害の発生条件を明らかにするため、後浜盛土に

初期被害の発生していた被災事例 1 における波の遡上

高を水理模型実験により再現した。図-4に示す反射吸収

式造波装置を備えた2次元造波水路（長さ 24 m，幅0.8 m，

深さ 1.0 m）に、現地の地形条件に合わせて1:30 および 

1:10 勾配のモルタル製固定床を設置した。模型縮尺は

1/45 とし、対策手法としては消波堤の2種類を，汀線か

ら 33.3cm～100.0cm（St.1～St.3）の範囲に配置した。な

お、消波堤は消波ブロック（現地換算 10t 型）を用い、

天端2個並び2層厚とした。実験にはすべて不規則波（修

正Bretschneider・光易型を有するスペクトル）を用い、1 

波群を200 波とした。波浪条件は、被災相当波浪である 

Ho=7.5m、T = 10.5s（水位D.L+1.05 m）を含めて、周期2

種類、波高5種類に変化させた。以上の実験条件をまと

めて表-2 に示す。 

3.2.3 計測方法 

波の遡上高は、水路床の1:10 勾配部分に幅2cmの溝を設

けて、容量線を斜面と同じ高さになるように設置し計測し

た。遡上高Rは静水面を基準とし、上方を正と定義した。

サンプリングタイムは0.03s程度とし、同一の計測を3回

行って、その平均値を採用した。 

遡上計の精度の検証を行うため、デジタルビデオカメラ

により撮影した遡上高と、遡上計により計測した遡上高を

比較した。対象とした波は規則波とし、波高の安定する5

波目以降21波目までの17波とした（図-5）。図中の上段お

よび下段は、それぞれデジタルビデオによる映像解析によ

る遡上高と遡上計による遡上高である。遡上計の高さと映

表-1 被災事例1付近の調査結果 
① ② ③ ④ ⑤

汀線から道路
までの距離(m)

汀線から目標
物までの距離

(m)

道路の高さ
(D.L標記m）

汀線から目標
物までの高低

差(m)

海浜勾配
（④/②）

調査地点① KP225.3 52.4 28.4 6.4 3.0 0.106

調査地点② KP255.39 59.0 37.0 6.4 3.0 0.081

調査地点③ KP227.33 76.2 47.2 6.5 4.0 0.085

調査地点④ KP227.42 63.7 35.7 6.7 3.0 0.084

調査地点⑤ KP227.57 51.1 23.1 7.0 2.4 0.104

調査地点⑥ KP228.62 70.9 42.9 7.7 3.7 0.086

平均 62.2 平均 0.091

調査箇所

 

表-2 実験条件 

図-4 実験水路（単位：cm） 

 

入射波高　Ho(cm)
入射周期　T(s)
実験水位　h(cm)
海底勾配　i
消波堤設置箇所(cm)

（括弧内は現地量）
模型縮尺 1/45

6.7（3m)～20（9m）：5波高
1.34(9s)，1.57(10.5s)，1.79(12s)
D.L.+2.3（+1.05m), D.L.3.4(+1.55m)
1:30と1:10の複合勾配
汀線より33.3(15m：St.1)～100.0(45m：St.3)

図-5 映像解析と遡上計による遡上高の比較 

3

4

5

6

7

8

19 24 29 34 39 44 49

H
(c

m
)

Time(sec)

5.80
5.99

6.80
7.19 6.40

6.74
5.60
5.74

6.40
6.49

6.40
6.496.10

6.00

6.80
6.99

5.70
5.68

6.30
6.25

6.40
6.49

6.30
6.23

6.20
6.24

6.00
6.00

6.20
6.24

5.90
6.18

6.20
6.25



 

 5

像解析の差の平均は、+0.099 cmであり、遡上計による平

均計測値に対し誤差も 1.58 %と小さく、十分使用可能と

考えられるため、以後の実験は遡上計のみで計測した。 

また、波の先端遡上水脈厚η（水底からの波頂高）をデジ

タルビデオカメラにより計測し、先端遡上流速uを遡上計

により計測された遡上波先端水位の流速を単位面積あた

りの流束として取り扱い、遡上波1周期あたりのエネル

ギー方程式によって求めた宮武ら10)を準用して算出した。 

 

3.3 波の遡上特性 

3.3.1 改良仮想勾配法による検討 

複合勾配条件の波の打上げ高の推定には、中村ら11)の改 

良仮想勾配法を適用するのが一般的である。図-6は、被災

事例1 (A地区)を対象に、前出の表-2に示す実験条件に対

して砕波水深 hb を算出したものである。砕波水深 hbは、

合田12)および Mase・Kirby13) を踏襲した。本実験の条件は、

海底勾配 i が 1:10～1:30 でかつ波形勾配 Ho/Lo = 0.02～

0.05の範囲となっており、合田12)の砕波水深とほぼ一致す

る値となった。なお、図中の Ho = 20cm、T =1.34s に対応

するプロットがないのは、砕波水深を求める算定図におい

て適用外の条件であったためである。 

図-7は上記で求めた hb から、改良仮想勾配法を用いて

遡上高さ R を算出したものである。現地の被害領域は海

水面 (W.L) から道路盛土下端12.6cm（D.L+14.9cm）～道

路面高さ15.2cm（D.L+17.6m）の間で発生し、道路面の高

さまで波の遡上痕が残っていた。改良仮想勾配法で求まる 

R は 9.3cm 程度となり、現地の遡上高を過小評価した結

果となった。 

 

3.3.2 波高と代表遡上高さの関係 

実験による遡上高さを整理するにあたり、最大遡上高で

評価した場合、バラツキが大きい。このため、玉田ら14) に

より提案されている2% 超過確率遡上高さ R2% と1/10 最

大遡上高さ R1/10 を代表値とし、式 (1) および (2) に示す

算定式により遡上高さを求めた。 

R %
H 2.99‐2.73 exp ‐0.57* tanβ/ H

L
.

         (1) 

R /
H 2.72‐2.56 exp ‐0.58* tanβ/ H

L
.

        (2) 

ここで，ｔａｎβ：仮想勾配の傾斜角，Ho：沖波波高，Lo：沖波波長 

図-8は、表-2に示した実験条件での沖波波高Hoと遡上

高Rとの関係であり、図中のD1とD2は後浜斜面の道路

法肩高と道路法先高である。被災相当波浪を作用させた

ときの R2%（入射波数の 2%波数に対応する遡上高）/D1

およびR1/10（入射波数の上位1/10に対応する平均遡上高）

/D1の値は、それぞれ1.11，0.97となった。現地における

後浜斜面の被災は、D1～D2の範囲で発生しており、道路

図-8 波の遡上高 
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図-6 沖波波高Hoに対する砕波水深hb 

図-7 沖波波高Hoに対する波の遡上高R 
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図-9 実験による遡上高Rexpと計算値Rcal 
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図-10 R2%およびR1/10遡上高 

面まで波の遡上痕があったことから、道路法肩高D1まで

波が遡上していたことを表している。以上の結果から、

R2%超過波（exp）が現地の遡上高を再現できたと想定さ

れる。図中には参考として、既往の式による計算値（cal）

も掲示しているが、実験値を過小評価しており、D2を下

回ることから被災時の遡上痕とも整合がとれていない。

これは計算式が一様勾配の条件で行った実験結果を基に

しているためであり、本検討には適用できないことを確

認した。 

また、遡上高に及ぼす周期の依存性を調べるため、被

災相当波浪の周期をベースに大小に振った2種類の周期

に対し、波高5パターンで行った。その結果、入射波の

波高が同じでも周期の増大に伴い遡上高が大きくなる傾

向にあり、被災相当波浪以下でもD1まで波が到達する場

合がある。以上のことから、後浜斜面の被災が生じるリ

スクは、来襲する波の周期に依存していることがいえる。 

 

3.3.3 オホーツク沿岸域における波の遡上高さ 

図-9は遡上高さの実測値Rexpと計算値Rcalを沖波波高Ho

で除して無次元化したものである。実験値は周期に関わ

らず計算値に対して、波高が小さい場合に計算値との隔

たりが大きくなる傾向がある。玉田ら14)にもあるように

式(1)の検証として実施されている本実験と同じ複合勾

配条件の実験において、実験値は、計算値よりも大きく

なるが、上記式の適用の妥当性を概ね確認している。そ

のため、本実験における実験結果についてもtanβを含む

項（surf similarity parameter）で整理することを試みた。

図-10は、surf similarity parameterとR2%およびR1/10を沖波波

高Hoで無次元化したものとの関係である。波浪条件や、

潮位条件が異なる結果を含んでいるにも係わらず、surf 

similarity parameter により整理することができる。以上か

ら、オホーツク海沿岸域における波の遡上高さの関係は

以下のように推定する。 

R %
H 2.11 ∗

tanβ

H
L	

.

.

             3
 

R /
H 1.89 ∗

tanβ

H
L

.

.

             4
 

ただし、適用範囲は海底および海浜地形が1:30と1:10の複

合勾配で 

 5.05<h<5.55（hは勾配変化点の水深m） 

 0.007<Ho/Lo<0.07               (5) 

 0<tanβ/(Ho/Lo)
0.5<0.86 

の場合とする。 

 

3.3.4 後浜盛土被害と波の遡上高さとの関係 

近年の海氷面積減少を考慮した波浪推算手法について、

第3世代波浪モデルSWANを用いた菅原ら15)の手法により

山之内ら16)がオホーツク海沿岸の50年確率波高を算出し

た結果、海氷の減少などの気象変動の影響により、オホー

ツク沿岸域においては1m以上増大している可能性がある

ことを報告している。また、気象庁によると将来的な水位

上昇量は、0.5mと予測している。そのため、本検討で対象

としている後浜盛土被害を発生させた被災相当波浪

（Ho=16.7cm、T=1.57s）に上記増加予想分の波高と水位上

昇を見込んだ条件も追加し、被災のあった後浜道路盛土

（A地区）の先端高さD1と波の遡上高さRとの関係を検討

した。図-11は、遡上高RとR/D1の関係である。図に示すと

おり、被災相当波浪において、今回の被災のあったD1～

D2の範囲にある遡上高は、入射波数の1/5に対応する遡上

高さR1/5～R1/10に相当する。なお、図中のR1/3は入射波数の

1/3に対応する遡上高さ、Rバーはすべての入射波数に対応

する平均遡上高である。実際に現地の後浜盛土を欠損させ

た遡上高はR2%と想定されるが、この遡上高は、将来的に

予想されるR1/10遡上高とほぼ同値となっており、今後は後
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浜盛土に作用する波浪の頻度が増加することとなり、波の

遡上に対する対策が必要であると考えられる。 

 

4. 盛土被害の発生条件とその対策工法 

4.1  後浜盛土被害の発生条件と対策 

4.1.1  後浜盛土被害の発生条件 

波浪の作用による盛土の被害程度は、波の遡上高とと

もに遡上流速および水脈厚の影響を考慮する必要がある。

遡上流速は、遡上波先端水位の流速を単位面積当たりの

流束として取り扱い、遡上波1周期あたりのエネルギー

方程式によって求めた宮武ら 10)を準用して算出した。こ

の方法によって遡上計で観測されたすべて波の遡上高を

算出した後、R2%に該当する遡上波先端水位の流速を遡上

流速u2%とした。また、水脈厚η（水底からの波頂高）は、

デジタルビデオ解析による値とし、遡上流速と同様に

R2%に該当する波の遡上波の水脈厚をη2%とした。 

図-12 は被災相当波（Ho=7.5m，T=10.5s）を作用

させたときの汀線からの距離と遡上流速 u2%および

水脈厚 η2%の関係である。汀線から離れるにした

がって u2%および η2%は直線的に減少し、後浜盛土

先端位置では、u2% =9.0cm/s 程度（現地スケール：

0.6m/s）、η2% =0.7cm（現地スケール：0.3m）程度

となった。これらの値は波浪による盛土の初期被害

の１つの目安と考えられる。 

 

4.1.2  後浜盛土被害の対策 

海岸道路における盛土被害の対策としては、応急対策

と恒久対策に分けて考える必要がある。ここでは図-13 

に示すように、応急対策としては、大型土嚢を石かごま

たは方塊ブロックにより安定化させることを検討した。

また、恒久対策としては天端2個並び2層厚の消波堤を

検討対象とした。 

 

4.1.3 後浜盛土被害の応急対策 

応急対策としては、η2% =0.3m程度の流れを抑制させる

ことで対応可能と想定される。越智ら 17)は大型土嚢の安

定実験を行っており、沖波波高Ho =4.0m程度まではその

安定性を確認している。この波高は、被害事例1が発生

したA地区では1年確率波相当であり、緊急的な措置と

しては十分有効であると考えられる。一般的な大型土嚢

の外径は1.1m、高さは1.1mで重量は1t程度である。比

較的大きな波浪に対し大型土嚢を安定化させるには、対

象とする波浪の程度により前面に方塊ブロックまたは石

かごで保護することが必要になると考えられる。 

ここでは、η2% =0.3m程度の流れを発生させる被災波浪

（Ho =7.5m，T =10.5s）において、大型土嚢の前面に設置

する方塊ブロックの安定性の確認を模型実験により検証

した。安定性の確認方法としては、大型土嚢模型の前面

に方塊ブロック（3cm× 5cm× 2cm：現地換算6t程度）を

設置し、被災波浪を 1000 波（不規則波：修正

Bretschneider・光易型を有するスペクトル）作用させたと

きの方塊ブロックの被害を確認した。方塊ブロックおよ

び大型土嚢模型の設置位置は汀線から近い順に CASE 1

～CASE 3（ L =33.3cm～100.0cm ）とした。その結果、

写真-3 および表-3 に示す通り CASE 3 では、方塊ブ

ロックに被害はなく、10 年確率波相当である Ho= 7.5m

までの安定性を確認した。 

 

4.1.4 後浜盛土被害の恒久対策 

図-11 遡上高RとR/D1との関係 
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恒久対策としては、実績の多い汀線の陸側に消波堤を

設置することを想定し、図-4に示した3箇所に消波堤を

設置し、表-2の条件の波を作用させ、遡上低減効果を模

型実験により検証した。 

図-14は消波堤を設置した場合の遡上高R2%
＊を無堤時

の遡上高 R2%で除したものである。消波堤の設置位置は

汀線から近い順に CASE1～CASE3 （ L= 33.3cm～

100.0cm ）とした波形勾配 Ho/Lo の違いによる消波堤の

波の低減効果は、多少バラツキのある結果となったが、

CASE1 である汀線からL = 15m の位置に設置した場合

に一番効果が高く、概ね R2%を 4 割程度低減することが

可能となる。 

図-15 は被災相当波を対象に、消波堤を設置した場合

の遡上流速 u2%
＊を無堤時の遡上流速 u2%で除して遡上流

速の低減効果を確認したものである。汀線近くに設置し

たCASE1で最も効果が高く、盛土法先位置においては、

遡上流速が 0cm/s となり、波自体の遡上がなくなること

を確認した。 

 

4.2 数値解析（CADMAS-SURF） 

数値波動水路（CADMAS-SURF）を用いて、波の遡上

および越波流量解析を実施した。図-16に示す計算領域を

設定し、表-4の条件で数値解析を実施した。差分スキーム

は、段階的に変化させ模型実験による遡上高Rとの整合を

図った結果、0.3に設定した。消波工の慣性力係数CMと抗

力係数Cpは川崎ら18)に準じ、それぞれ1.2、1.0とした。 

図-17は被災相当波を作用させたときの最大遡上高Rmax

とR2%遡上高について、実験による遡上高（exp）と数値解

析による遡上高（cal）のデータをプロットしたものであ

る。消波堤は、前節で最も効果の高かった汀線より

L=33.3cm（現地換算L=15m）離れた個所に設定した。計

算結果は10%程度の差異はあったものの、概ね実験値を再

現することができた。 

図-18は、消波堤を設置していない無堤時のときの被災

相当波浪を含む3波高（現地換算Ho=4.5m、6.0m、7.5m）、

周期T=1.57s（現地換算10.5s）での累計越波流量である。

被災相当波浪を作用させた場合の200波での平均越波流量

は 2.7×10-3（m3/m・sec）となり、道路天端面（T.P+7.9m）

における許容越波量は福田ら19)を準拠すると車が通行す

る場合および人が歩行する場合ともに10m程度離れる必

要があり、越波量を減少させる対策が必要になると考えら

れる。 

消波堤を汀線より33.3cmに設置した場合での計算越波

流量は、どの波高においてもほぼ0となり、水理模型実験

の結果とも整合がとれている。 

以上のことから、消波堤を設置した場合の波の遡上高に

ついては、CADMAS-SURFを用いることでおおよその目

安値を算定することができることを検証した。ただし、差

分スキーム設定のための検定が必要と考えられる。また、

高波浪条件においては計算が途中で中断する状況が見ら

れた。主なエラーとしては連立1次方程式の解法において、

残差の2乗ノルムが一定値を超過することによるもので

あった。この対処法としては、格子間隔を均等にする等の

場の性質をよくする方向で入力データを再検討し、タイム

表-3 方塊ブロックの被害  

写真-3 方塊ブロックの状況  

CASE3（平面方向） 

波 

CASE3（断面方向） 

波

実験ケース 汀線からの距離 被害個数 被害率(%) 方塊重量（模型） 方塊重量（現地換算）

CASE1 L=33.3cm 17 100.0

CASE2 L=66.7cm 9 52.9

CASE3 L=100.0cm 0 0.0
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図-14 消波堤による遡上高R2% の低減効果 

図-15 消波堤による遡上流速u2% の低減効果 
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ステップおよび計算メッシュをより細かく設定するなど

の対処を行うことで解決できる場合もあったが、計算時間

が莫大に大きくなることに留意する必要がある。 

 

4.3 消波堤による平面的な波の遡上特性 

前節までの模型実験結果より、汀線より33.3cm（現地ス

ケール15m）離れた箇所に消波堤を設置することにより、

効果的に波の遡上を低減することが可能となる。しかしな

がら、経済的にも効果的な配置を検討するため、準平面実

験を行い、開口部の広さの影響による波の低減効果を調べ

た。実験条件は、図-4の実験水路に、表-2に示した実験条

件および消波堤設置箇所と同じ条件で実施した。消波堤開

口部は図-19のように22.2cm、44.4cm、66.6cm（CASE1～3：

現地スケール10m、20m、30m）とし、遡上計を造波側に

向かって消波堤開口部中心から左に3本の遡上計（No.1、

No.2、No.3）を設置して、開口部付近の波の遡上を計測し

た。図-20は、上記条件での開口部付近の波の遡上高の結

果である。図中のR2%
＊は消波堤設定時の遡上高であり、消

波堤のない無堤時の状態遡上高R2%で除することにより、

遡上高の低減割合を示している。消波堤の設置位置が汀線

より近いほど、各遡上計における波の遡上低減効果が大き

くなる傾向が見られるが、開口部が大きくなるほど、どの

箇所での遡上計においても波形勾配Ho/Loが0.02以下の小

さい条件においては、1.1～1.2倍の遡上増大が見られた。

特に、開口部を狭めるほど、波形勾配が0.04付近において、

最も弱点となるNo.1地点の遡上高の低減効果が大きくな

る結果となった。 

以上のことから、全体のコストを考慮し、弱点となる開

口部は極力小さくする必要がある。 

 

5．後浜盛土の破壊メカニズム 

5.1 オホーツク沿岸域における後浜斜面の現地調査 

前述3.1でオホーツク海沿岸域における波浪による後浜

盛土の被災事例を提示したが、このうち後浜斜面の地盤性

状の継続調査が可能な盛土被害の小さい被害事例1のA地

区を対象に現地調査を行った。 

図-21は調査の対象としたA地区の代表断面地形である。

後浜斜面は汀線から約60mの位置にあり、主に砂粒子で構

成され、0.2mm～2.0mmの比較的狭い範囲に集中し、中央

粒径d50=1.0～1.2mm付近の粗砂が8割に及ぶ（図-22）。調
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図-16 数値波動水路の概要 

（上図：遡上時、下図：越波時） 

表-4 計算条件 

図-17 被災相当波を作用させたときの波の遡上高 

図-18 累計越波流量 
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計算ステップ(s) TIME　CONST 0.01
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連立1次方程式の解法 M-ILUBCGSTAB デフォルト
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空隙率 0.5

慣性力係数 Cm 1.2
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消波工
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図-19 実験の概要（単位：cm） 

消波堤設置位置(ケース３　開口部L=66.6cm）

33
,3

No.3 No.2 No.1

22.2

消波堤

遡上計

汀線位置

消波堤

遡上計

汀線位置

消波堤

44.4 66.6

開口部 開口部 開口部

No.3 No.2 No.1 No.3 No.2 No.1

沖側

岸側

沖側

岸側

沖側

岸側

沖側

岸側

沖側

岸側

沖側

岸側

遡上計

水路幅　80　

44,5

造波側

1010

35,5

汀線位置

消波堤設置位置(ケース１ 開口部L=22.2cm）

33
,3

水路幅　80　

44,5

造波側

1010

35,5

消波堤設置位置(ケース２　開口部L=44.4cm）

33
,3

水路幅　80　

44,5

造波側

1010

35,5

No..3   No.2   No.1 No..3   No.2   No.1 No..3   No.2   No.1



 

 10

査概要を表-5に示す。図-23は，2015年3月25日、10月6日

に実施した相対密度試験結果である。測定地点A～Cは、

後浜斜面中腹部、測定地点Dは砂浜で計測した結果である。

両日とも調査期間前後において晴天であり、降雨の影響は

小さい条件であったが、3月期の相対密度は10月期と比較 

して大きく異なり30～50%程度低下している。図-24は、

地盤表層のベーンせん断試験によるせん断強度の変化で

ある。測定点、No.1～No.2は後浜斜面、No.3は後浜斜面法

先、No.4～7は砂浜で測定した結果であり、3月，10月とも

に前浜から後浜斜面に向かってせん断強度は増加するが、

融雪期となる3月では、10月と比較して全体的に5割の強度

の低下がみられる。また、図示はしていないが、12月期に

おける後浜斜面は、積雪および凍結の影響を受けている状

態であったが、積雪が大きい場合には断熱効果もあり、凍

結しておらず、せん断強度としては、概ね3月期と10月期

の中間程度の強度を有していた。後浜盛土の状況としては、

表層が湿った状態となっていた。観測したデータは少なく、

潮位や気象などの日変動の影響までは明確ではないが、相

対密度試験およびせん断強度試験の結果から、積雪が融解

する3月期では、地盤内の飽和度が増加することにより、

地盤が緩詰めとなったことが起因し、後浜斜面全域の相対

密度が低下したと考えられる。このように寒冷地の海岸道

路では、季節変動による地盤性状変化が大きいことが確認

された。 
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図-20 開口部付近における波の遡上高の影響 
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図-21 調査対象箇所 

調査項目 調査月日

底質粒度試験

相対密度試験

せん断強度試験

2015/3/25，10/6
2015/3/25，10/6

2015/3/25，10/6，2016/3/29，10/12，12/19

表-5 現地調査概要 
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図-22 粒度分布の例 
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図-23 相対密度の変化 

 

5.2 孤立波による後浜盛土斜面の破壊実験 

 後浜盛土斜面の破壊メカニズムを解明するため、孤立波

による後浜盛土斜面の破壊実験を行った。実験は、2次元

造波水路内（長さ23.5m，幅0.5m，深さ1.0m）に代表粒径

0.28mmの珪砂を用い道路盛土斜面を成形した（図-25）。

盛土は、製作過程や後浜から与える水位によって、表-6

のように地盤の性状を変化させた。Run1～Run6に対応し

た間隙比eはそれぞれ、0.74，0.70，0.66，0.65，0.50，0.59

である。なお、相似率はFroude相似率を採用し、後浜粒径

は以下に示すKozeny-Donatの式を用い、透水係数の相似則

から規定した。 

  (6) 

 

ここに、Ck:砂粒子の形状による定数，μ:水の粘性係数，

λ:砂粒子の空隙率，Dw:代表粒径である。 

現地において、後浜斜面の被災を発生させた遡上波は、

消波工
消波工

越流堰
(高さ可変式)

不透過壁

固定床斜面模型

図-25 実験装置の概要図（単位：cm） 

ケース
相対密度

Dr(%)
飽和度
Sr(%)

せん断強度

(kPa)

Run1 43.0 81.0 0.669

Run2 52.0 100.0 0.725

Run3 67.0 83.0 1.81

Run4 75.0 100.0 0.770

Run5 88.0 87.0 2.06

Run6 84.0 100.0 0.948

(中密)

(中密)

(密)

(密)

(高密)

(高密)

(不飽和)

(飽 和)

(不飽和)

(飽 和)

(不飽和)

(飽 和)

表-6 後浜盛土の性状条件 

図-26 遡上流速および水脈厚 
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砕波に伴う乱れや先行波による戻り流れとの干渉など複

雑な水理現象を呈していると考えられる。本実験では、前

述のように地盤性状による後浜盛土斜面の崩壊メカニズ

ムの解明を主眼としているため、現象を単純化し、入射波

には孤立波を用いた。入射させる孤立波は、前述した不規

則波固定実験において被災相当波浪を与え、現地の遡上痕

と同等となったR2%遡上高に相当する水脈厚η2%および遡

上波流速u2%を抽出して線形回帰で得た直線に一致するよ

う検定し（図-26）、被災時の遡上波を再現させた。この

結果、孤立波の諸元は、H=8.1cm，T=11.0sである。この

孤立波を4分間隔で10波作用させ、1/10勾配の前浜斜面上

の波浪変形、遡上波変形および遡上流速、地下水位、縦断

地形変化の計測をそれぞれ波高計、ハイスピードカメラ、

プロペラ流速計、水圧計、レーザー砂面計により計測した。 

 

5.3 地盤性状の違いによる後浜盛土斜面の破壊特性 

5.3.1 後浜盛土斜面の破壊パターン 

図-27は後浜盛土性状による被害状況である。後浜盛

土斜面の破壊パターンは、飽和度に関わらず、図-28に

示すように、盛土斜面が緩い状態の場合（Run1,2）、法先

付近の侵食が進行し、その後、これより上部にある法肩

付近が大きく崩壊するパターン1、後浜盛土斜面が中密な

状態の場合（Run3,4）では、法肩付近の斜面の洗掘が先

行し、法先付近にその土砂が堆積するパターン2に大きく

分類される。後浜盛土斜面を更に密にした状態（Run5,6）

では基本的に中密な状態のパターン2に準じて破壊が進

行する。パターン2で破壊するRun3とほぼ同じ飽和度（不

飽和斜面）となる破壊パターン1のRun1では、道路法肩

部の侵食がRun3と比較して、より道路幅員側に及び、道

路の一部を欠損させるまでに至る。一方、Run3と同じ中

密な状態の盛土を飽和にしたRun4は，同じ飽和斜面およ

びせん断強度を有する中密状態のRun2の破壊パターン

とは明らかに異なっている。後浜盛土斜面の破壊は、

Run1と同様に法肩部の侵食が進行し、道路幅員の一部を

欠損させる。この両ケースはそれぞれ、相対密度の低下

および飽和度の増加に伴い、盛土自身のせん断強度が低

下したことで、道路幅員の大規模な欠損を発生させてい

Slide & Erosion

Deposit

Collapse

Deposit
Erosion

パターン1 パターン2

図-28 道路幅員の欠損パターン 

図-27 地盤性状の違いによる被害状況 
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る。Run5では、Run3と同様の破壊形態となるが、初期の

せん断強度および相対密度が大きいため、盛土自身の強

度が大きく、道路幅員の欠損が最も小さい結果となった。 

 

5.3.2 地下水位の時系列変化 

図-29は、後浜盛土と地下水位の時系列変化であり，図

中の破線ラインは、佐々ら20)により提案された次式から求

まる、土中水分が保持される換算水頭値－saev/γwを示して

いる。 

・
γ  (7) 

 

ここに、Saevは空気混入サクション値、ψは係数で本研究

では 20mm2を適用している。全てのケースにおいて最も

沖側の地下水位が14～15s付近で急激に上昇し、それにや

や遅れ岸側の地下水位が上昇している。側面から撮影した

動画解析から、地下水位が上昇する時間帯は、遡上波が測

定点に到達した時間とほぼ一致し、地下水位は波の遡上に

対して俊敏に応答する。一方、地下水位が低下する引き波

時では、盛土性状や飽和度に応じ、低下速度が大きく異な

り、この違いが盛土斜面の崩壊に大きく影響を与えている

と考えられる。 

Run1,3,5の結果から、地下水位は不飽和斜面の空隙が大

きくなると上昇量および砂層内の貯留される浸透水量が

増加し、相対密度の低下に伴う盛土自身のせん断強度の低

下を助長させ、道路法肩部の洗掘を加速させているものと

考えられる。特に不飽和斜面のRun1においては、高波に

よるサクション低下に伴うコラップス現象がみられた。一

方、Run2,4,6から、地下水位はほぼ天端高に達し、より法

肩部の洗掘を生じやすい環境下にあったと考えられ、特に

密な状態になる程、遡上波による変動水圧の影響を受けや

すくなり、法肩の洗掘が進行するものと考えられる。 

 

5.3.3 崩壊土砂量 

図-30は後浜盛土斜面の崩壊がほぼ収束する10波の孤立

波を作用させた後の相対密度と崩壊土砂量およびせん断

強度の関係である。飽和斜面の場合（Run2,4,6）では、崩

壊量の変化が小さい。相対密度が増加しても土粒子間のサ

クションが消失した状況にあり、せん断強度はほぼ一定に

換算水頭値‐Saev/γwライン

換算水頭値‐Saev/γwライン
換算水頭値‐Saev/γwライン換算水頭値‐Saev/γwライン

換算水頭値‐Saev/γwライン
換算水頭値‐Saev/γwライン

横軸：時間(s)，縦軸：静水位からの鉛直距離(cm) 

図-29 後浜盛土と地下水位の時系列変化 

A

図-30 相対密度と崩壊土砂量およびせん断強度の関係 
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推移しているためと考えられる。不飽和斜面の場合

（Run1,3,5）では、盛土が高密度化する程、せん断強度が

大きくなるだけでなく土粒子間のサクションも大きくな

るため崩壊量が減少しているが、特に相対密度が低下する

程、崩壊量は飽和斜面より大きくなる傾向となる。 

現地における汀線背後の海浜および後浜盛土斜面は、年

を通して相対密度と飽和度が変化し、後浜盛土斜面の崩壊

状況が変化することから、被覆工などにより、保護するこ

とが重要と考えられる。 

 

6．海氷による高波時の波の遡上特性 

6.1 実験条件 

 海氷による波の波浪低減効果を明らかにするため、水理

模型実験を実施した。図-31に示す反射吸収式造波装置を備

えた2次元造波水路（長さ 24.0m，幅 0.8m，深さ 1.0m）に、

現地の地形条件に合わせて1:30および1:10勾配のモルタル

製固定床を設置した。模型縮尺は1/45とし、実験にはすべ

て不規則波を用い、1波群200波を作用させたときの海氷の

遡上特性、簡易的に設定した防氷柵前面における模擬氷の

堆積（以下、パイルアップと称す。）厚さ、防氷柵背後にお

ける波の低減率、反射特性、波の遡上特性を調べた。波浪

条件は､被災事例において道路盛土に軽微な被災が生じた 

Ho=7.5m、T=10.5s（水位D.L.+1.05m）を含めて、周期3種類、

波高6種類に変化させた。海氷の模型には、ポリプロピレン

を用いた模擬氷（比重0.91）を用いた。また、國松ら9)によ

りオホーツク沿岸域で観測された海氷盤の大きさおよび厚

さの実測データを参考に、6.0cm×6.0cmと10.0cm×10.0cm

の2種類の大きさを用い、厚さは0.5cm、1.0cm、2.0cmの3種

類とした。海氷被覆率ICRは50％と80％とし、2種類の大き

さの模擬氷を同じ面積になるように設定した。模擬氷の設

定範囲は500cmおよび800cm区間とし、海氷の対策工として

は、写真-4に示す防氷柵をイメージした鉄網を設置した

ケースと消波堤を設置したケースを実施した。以上の実験

条件をまとめて表-7に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.2 計測の方法 

模擬氷の遡上高および防氷柵全面のパイルアップ厚さ

の計測にはデジタルビデオカメラを用いた。また、波高の

伝達率Ktは、岸側2本で計測された波高の平均値を沖側2

本の入反射分離した波高で除した値とし、波高の反射率

Krは沖側2本の波高計により計測した。波の遡上高の計測

は、水路床の1:10勾配部分に幅2cmの溝を設けて、容量線

を斜面と同じ高さになるように設置して計測した。全ての

計測は同一の条件で3回行いその平均値とした。模擬氷同

士および模擬氷と水路床の摩擦係数は、水路床1:10の勾配

箇所において20回～30回の繰り返し試験を行い、平均値お

よび中央値を採用した。 

 

1/30

1/10

335 1280

11
,2

容量式波高計

ピストン式造波機
消波工

消波工

防氷柵
500

800

模擬氷
遡上計

62
,2

図－31 実験装置の概要図（単位：cm） 

写真-4 防氷柵による海氷の制御状況 

表-7 実験条件 

 

拡大 

模型縮尺 1/45
入射波高 Ho(cm) 6.7（3m)～20（9m）：5波高
入射周期 T(s) 1.34(9s)，1.57(10.5s)，1.79(12s)
実験水位 h(cm) D.L.+2.3（+1.05m)
海底勾配 i 1/30と1/10の複合勾配
模擬氷設置範囲(cm) 500（225m）、800（360m）
模擬氷の大きさ(cm) 6（2.7m）×6（2.7m）、10（4.5m）×10（4.5m）
模擬氷被覆率　ICR(%) 50、80
模擬氷厚さ　ti(mm) 5（22.5cm），10（45.0cm)，20（90.0cm）
防氷柵の開口率(%) 0、50
消波堤の設置位置(cm) 汀線から33.3（15m）、66.7（30m）、100（45m）

（括弧内は現地量）
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6.3 海氷の遡上 

 海氷の遡上状況を把握するため、水理模型実験を実施し

た。ここでは、被災時における波浪条件（Ho=16.7cm、

T=1.57s）をベースに海氷が写真-1に示す状況で高波が作

用した場合の模擬氷の遡上状況について整理した。 

 

6.3.1 摩擦係数 

本実験における模擬氷同士の静止摩擦係数 μs1および模

擬氷と水路床の静止摩擦係数μs2は、現地の状態を想定し、

湿潤状態とした。それぞれの値は図-32に示すとおりであ

り、摩擦係数の結果はバラツキのある傾向が見られた。安

留ら 21)、Takeuchiら 22)は氷と氷、海氷と地盤との摩擦係数

に与える因子の効果について、相対速度、砂の粒径、鉛直

応力、氷の温度などに依存することを明らかとしている。

本検討で対象とした海岸における海浜の砂の中央粒径 d50

は1.2mm、2016年における2月期の最低外気温は概ね-3℃

～-14℃となっており、文献におけるこれらの条件下での

それぞれの摩擦係数の値は今回の繰り返し試験により得

られた摩擦係数の平均的な値および中央値と近い結果と

なった。 

 

6.3.2 海氷の遡上特性 

図-33は、模擬氷設定範囲が500cmおよび800cm（現地

換算225m、360m）、模擬氷の厚さが1.0cm（現地換算45cm）

のときの被災波浪を含む5波高、3周期の条件での模擬氷

の遡上範囲の一例である。模擬氷のパイルアップ傾向は、

波高および周期の増加により、到達距離およびパイルアッ

プ高さが増加する。また、模擬氷の設定範囲および図示は

していないが、模擬氷の厚さ tiが大きいほどその傾向は小

さくなるが、この要因として考えられるのは、模擬氷の設

定範囲が大きい場合、汀線付近から沖側にかけて多量の模

擬氷が集積し、波浪のエネルギーが吸収・減衰され、模擬

氷が遡上しづらくなる傾向があるためである。被災相当波

（10年確率波程度）では、模擬氷の厚さ tiによる差はある

が、110cm～140cmまで遡上し、概ね盛土法先位置である

125cm（現地換算56m）程度まで遡上する結果となった。 

3.1 に前述しているが、概ね 10 年確率波程度以上の波

浪が作用した場合、汀線から 60m 程度離れた盛土に被災

が発生する可能性がある。このことからも、1:10 および

1:30 の海底勾配を持つ未整備の当該自然海岸においては、

汀線より 60m 程度の値を目安に、ハード面では、波浪お

よび海氷を直接的に抑制する対策あるいは路線の変更、ソ

フト面では、日々のパトロールの強化および通行止めの措

置等を行うことが重要と考えられる。 

6.4 対策工による波の遡上特性 

海氷による波高低減の要因としては、著者ら23)も指摘し

ている、①海氷の相互作用（衝突や摩擦）、②海氷面上で

の波の砕波、③海氷の変形に伴う波の反射（海氷厚さに依

存）などが考えられる。しかしながら、高波浪時にはこれ

らの要因が同時に発生し、非常に複雑な現象となる。ここ

では、波浪低減に影響を及ぼす①～③について全体を考慮

した検討とした。 
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図-33 模擬氷の遡上状況 
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6.4.1 防氷柵による対策 

 図-34は模擬氷の遡上を防氷柵で対策（開口率0%）を施

した表-7の条件での模擬氷による波浪低減効果の結果で

ある。図中のKtは模擬氷存在時の伝達率であり、模擬氷が

無い場合の伝達率Kt
*で除することにより波浪の低減割合

を示している。模擬氷設定範囲Xが大きく波長Loが小さい

ほど、また、ICRが高く氷厚tiが厚いほど波浪低減効果が大

きい。ICR80%，ti=20mmの場合では、おおよそ30%～50%

程度の低減効果があり、波浪低減の要因である①②③が複

合的に発生していることが実験映像より確認できた。特に

Hoが大きくなるほど模擬氷が激しく衝突しながら、岸方向

に移動し、大きな氷群となってパイルアップすることによ

り②と③の現象が強く出ていた。ICR50%、ti=5mmでは、

X/Lo（模擬氷設置範囲と波長との比）が小さい場合ではほ

とんど低減効果が見られなかった。この要因としては、

X/Loが1程度の条件では模擬氷がその場に留まった上下運

動が主となり、前述した波浪低減の要因の②と③の影響は

ほとんどなく、①が主な要因となるため低減効果が小さ

かったと考えられる。現象が非常に複雑なため、データの

バラツキも大きいが、遡上域において完全に海氷をせき止

める対策をとった場合では、限られた条件ではあるが

ICR=50%、80%の場合の海氷の遡上低減効果の目安値はそ

れぞれ次式(8)(9)のようになる。 

∗ e
. .

 (8) 

∗ e
. .

 (9) 

ここで ti：氷厚(mm)、X：模擬氷設置範囲(cm)、Lo：波長

(cm) ただし、海底勾配1:30、1:10の複合勾配で 

5mm< ti <20mm、1<X/Lo<2.85 

 

図-35は、一例として模擬氷の設定範囲が500cm、沖波

波高 Ho=16.7cm、周期 T=1.57s のときの模擬氷通過後の

波高であり、0.032s間隔、8192データにおけるスペクト

ル密度を示したものである。スペクトル密度は ICRが高

く氷厚が大きいほど低減効果が高い。また、ICR や氷厚

の違いに関わらず全周波帯でスペクトル密度が減衰する

傾向が見られた。つぎに海氷による反射率特性（③）を

確認するため、模擬氷の有無による反射率 Kr を調べた

（図－36）。模擬氷設定範囲が5mの場合（上図）では、

海氷存在時の反射率 Kr は、模擬氷の無い場合の反射率

Krと比較してほとんど差のない結果となったが、模擬氷

設定範囲が 8m の場合（下図）ではその差が明確にでて

いる。反射率 Krは最大で 0.35 程度となり、模擬氷がな

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

0.35

0.4

0 0.02 0.04 0.06 0.08

K
r

波形勾配 Ho/Lo

模擬氷なし

ICR50% ti=5mm

ICR80% ti=5mm

ICR50% ti=10mm

ICR80% ti=10mm

ICR50% ti=20mm

ICR80% ti=20mm

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

0.35

0.4

0 0.02 0.04 0.06 0.08

K
r

波形勾配 Ho/Lo

模擬氷なし

ICR50% ti=5mm

ICR80% ti=5mm

ICR50% ti=10mm

ICR80% ti=10mm

ICR50% ti=20mm

ICR80% ti=20mm

模擬氷設定範囲X=500cm

模擬氷設定範囲X=800cm

図-35 周波数とスペクトル密度の関係 

図-36 波形勾配Ho/Loと反射率Krの関係 
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い場合の 2 倍～3 倍程度となった。この要因としては、

ICR が高く、氷厚 tiが大きいほど、模擬氷が防氷柵前面

付近にパイルアップし、反射波が大きくなったことが考

えられる。 

海氷による波の遡上高の低減効果を明らかにするため、

模擬氷のない状態での波の代表遡上高R2%（2%超過値）を

ベースとし、模擬氷を設定したときの遡上高の関係を調べ

た。図-37は、表-7の条件での海氷による波の遡上低減効

果の結果である。図中のR2%
*は、模擬氷設定時の遡上高で

あり、模擬氷がない場合の遡上高R2%で除することにより、

波の遡上低減割合を示している。ICRと氷厚tiが大きくなる

程、低減効果が増し、ICR80%，ti=20mmの場合では最大

で8割程度の低減効果が見られ、波形勾配Ho/Loが大きくな

るほど、波の遡上低減効果が大きくなる傾向が見られた。

また、ICRと氷厚tiが小さく、Ho/Loも小さい場合は、ほと

んど波の遡上低減効果はなく、この傾向は波浪低減特性と

同様となった。 

 図-38は、模擬氷の遡上対策として、開口率が0%の場合

（遡上域前で全ての模擬氷を防止）の遡上高R2%
*と50%の

場合の遡上高R2%
**の波の遡上高の低減特性（R2%

*/R2%
**）

の結果である。開口率50%の場合では、遡上域にランダム

に海氷がパイルアップするため、波の遡上高の結果もバラ

ツキが多く、波形勾配の違いによる低減効果に規則性は見

られなかったが、開口率が0%の条件よりも低減効果が大

きい結果が得られた。 

図-39は、開口率が0%の場合の沖波波高Hoと防氷柵前

面の模擬氷のパイルアップ厚T2%の関係の結果である。図

中のT2% は、模擬氷のない状態で、波の代表遡上高R2%
*が

発生する波浪が作用したときの防氷柵前面のパイルアッ

プ厚さを示している。T2% はICRおよび氷厚 ti に依存し

ない結果となったが、沖波波高Hoとの強い関連性があり、

Hoの増加にともないlog関数的に増加する傾向がみられ

た。実験状況を写真-5に示す。 

 

6.4.2 消波堤による対策 

実用的な海氷の遡上対策工として、波の遡上にも有効で

ある消波堤を設置した場合での海氷を伴う遡上高および

消波堤の安定性について検討した。消波ブロックの重量は、

35g，59.7g，100.0g（現地換算4t型，6t型，10t型）とし、

設置位置は前節4.1での検討の結果から、最も波の遡上低

減効果の高い汀線より33.3cm（現地スケール15m）とした。

図-40は、模擬氷設置範囲X=800cm、ICR=80%の条件で被

災相当波（Ho=16.7cm、T=1.57s）を作用させた場合の対策

工別の波の遡上高である。消波堤のみの場合と比較し模擬

図-37 波形勾配Ho/Loと波の遡上低減効果の関係 

図-38 防氷柵による遡上低減効果 
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図-39 沖波波高Hoとパイルアップ厚さTの関係 
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写真-5 実験状況 
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氷設置時には未対策時と比べ4割程度波の遡上高を低減さ

せることが確認された。表-8は被災相当波浪を200波作用

させた後の消波ブロックの被災率の結果である。6t型以上

のブロックを設置（CASE2）することで耐波・耐氷双方

の安定性の確保が可能となる。写真-6は、4t型を設置した

場合の波浪作用後の状況である。消波ブロックの変形は見

られるものの、模擬氷の遡上を完全に防止できることが確

認された。 

 

7．主要な結論 

●オホーツク海沿岸域における近年の波浪状況（第2章）

より 

①過去10年間の通年の平均有義波高にほとんど変化はな

いが、年変動はあるものの、流氷の卓越する特に2月期

における月最大波高および月最大有義波高は増大傾向

がみられた。 

②年変動が大きいものの、流氷の勢力が減少した年が散見

され、年間最大波高が発生した流氷分布は、沿岸部周辺

には流氷は存在しておらず、また密接度についても低く

かった現象がみられた。 

●海氷がない状態での波の遡上特性（第3章）より 

③北海道オホーツク海沿岸における1:30および1:10程度の

複合勾配をもつ自然海岸においては、10年確率波相当波

浪に対する後浜斜面盛土の被災限界の目安は、現地の被

災事例を勘案すると汀線から60m程度となる。 

④オホーツク海沿岸域における波の遡上高さについてsurf 

similarity parameterを用いて推定した。 

●後浜盛土被害の発生条件と対策（第4章）より 

⑤対象海岸において、10年確率波相当波浪に対する後浜盛

土斜面の被害の発生条件の1つの目安として、波の遡上

流速u2%は0.6m/s程度、水脈厚η2%は0.3m程度と推定した。 

⑥対象海岸の後浜盛土被害の応急対策としては、水脈厚

0.3m程度の流れを抑制させる大型土嚢と方塊を併用す

ることが有効で有り、恒久対策としては消波堤を汀線の

陸側15m程度の位置に設置することにより、波の遡上を

4割程度低減でき効果的であることを示した。 

⑦数値解析（CADMAS-SURF）により、波の遡上および

越波流量解析を行った。その結果、波の遡上高および越

波流量を比較的精度よく再現することが可能であるこ

とを検証した。 

⑧消波堤による平面的な波の遡上特性について水理模型

実験を実施した結果、弱点となる開口部は狭めるほどま

た、波形勾配が0.04程度の条件で遡上低減効果が高くな

る。開口部はコスト面に留意し、極力小さくする必要が

ある。 

●後浜盛土の破壊メカニズム（第5章）より 

⑨オホーツク海沿岸域における汀線背後の海浜および後

浜斜面において季節変動による地盤性状変化が大きい

ことを現地調査により確認した。 

⑩緩い不飽和斜面では高波によるサクション低下に伴う

コラップス現象、中～密な不飽和斜面では高波による洗

掘が確認され、相対密度および飽和度の変化に伴う海岸

道路幅員の欠損パターンを明らかにし、地盤性状変化を

考慮した海岸道路の後浜斜面の高波による破壊メカニ

ズムを解明した。 

⑪後浜斜面の崩壊量は、相対密度と飽和度によって異なる

ことを明らかにした。 

 本研究で得られた知見は、現場で起こりうるほぼ全ての

物理状態（相対密度30%～90%程度）を網羅しているこ

とから、様々な地盤性状の後浜斜面の高波リスク評価に

資するものと考えられる。 

 また、4章⑤⑥⑧の結果を踏まえ、現地においては後浜

斜面の防護手法として、法面被覆を施すなどの対策が重

要である。 

●海氷による高波時の波の遡上特性（第6章）より 

写真-6 被災相当波浪作用後の状況

図-40 消波堤による遡上低減効果 

実験ケース 消波堤の設置位置 ブロックの重量 被害率(%)

CASE1
35g

（現地換算:4t型）
100

CASE2
59.7g

（現地換算：6t型）
0

CASE3
100g

（現地換算：10t型）
0

汀線より33.3cm
（現地換算：15m）

表-8 消波ブロックの被害 
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⑫10年確率波相当波浪に対する1:30および1:10の勾配をも

つ対象海岸における海氷の遡上影響範囲は、汀線から概

ね60m程度と想定される。 

⑬防氷柵による対策を行った場合の模擬氷による波の低

減効果は、模擬氷設定範囲が大きいほど効果が高く、

ICR80%かつ氷厚ti=20mmの場合では30%～50%程度と

なり、どの条件においてもスペクトル密度は全周波帯で

低減している。 

⑭限られた条件ではあるが、ICR50%，80%のときの海氷

による波の遡上低減効果の目安値を算出した。 

⑮模擬氷による波の反射率特性は、模擬氷設定範囲が増加

するほど高くなり、最大で模擬氷がない場合の2～3倍程

度となる。 

⑯模擬氷による波の遡上低減効果は、模擬氷設定範囲およ

びICR、氷厚tiが大きいほど高く、ICR80%、ti=20mmの

場合、最大8割程度の効果がある。 

⑰模擬的に設置した防氷柵前面での波浪による海氷のパ

イルアップ厚さTの値は、模擬氷設定範囲が増加するほ

ど小さくなり、ICRとtiの違いにあまり依存せず、波高に

よる影響が大きい。 

⑱オホーツク沿岸域における高波作用時の沿岸部におけ

る海氷による波浪低減の要因は、海氷のICRとtiおよび波

高に依存し、1)海氷の相互作用（衝突や摩擦）、2)海氷

面上での波の砕波、3)海氷に作用する波の反射（海氷

厚・海氷延長に依存）による影響があることを確認した。 

⑲海氷の遡上対策として消波堤が有効であることを確認

した。海氷の厚さが現地で最も卓越するti=10mm（現地

換算50cm程度）の条件では、波の遡上対策として効果

的となった汀線より15m程度の位置に設置した場合、10

年確率波相当波浪においてブロック重量を6t程度以上

とすることにより耐波・耐氷双方の安定性の確保が可能

となる。 
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Abstract ：In recent years, because of global warming and the resulting reductions in sea ice, the occurrence 

frequency of high waves run-up onto coastal roads has been increasing. Backshore embankments on coastal 

roads have suffered damage from these high waves. It is important to take measures against such high waves 

before such embankments have collapsed and large-scale damage has occurred. However, very few studies 

have addressed the initial conditions under which small-scale embankment damage of waves occurs and few 

have addressed countermeasures. It is assumed that when high waves act on sea ice at the seashore but there 

is little offshore sea ice, damage is caused not only from wave run-up but also from sea ice run-up. Few studies 

have addressed the piling up of sea ice on the beach and the wave damping effect of such pile-up ice that may 

occur when high waves act on sea ice. 

To contribute to the future maintenance and management of coastal road embankments, this study 

addressed a road embankment along a natural coast without artificial revetments such as concrete blocks and 

clarified the characteristics of wave run-up in past cases of embankment damage through a hydraulic model 

experiment and numerical analysis. This study also aims at proposing a measure for mitigating wave run-up 

by clarifying the failure mechanism of backshore embankments. The examination considered changes in the 

ground properties caused by high waves. The characteristics of wave run-up with sea ice were examined, and 

the factors that contribute to the wave damping effect of sea ice against high waves were clarified. Based on 

the findings, measures against sea ice run-up were examined. 
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